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１．要求にあたっての基本的方向性 

 新たな沖縄振興策に沿った国及び県等の地域振興施策を推
進するための金融支援を強化する。 

 ＜沖縄振興施策と一体となった取組の推進＞ 
 

 「沖縄振興基本方針」において、国は、沖縄振興の総合的かつ計画的な推進に

当たり、産業振興を始めとする各種特例措置や沖縄振興開発金融公庫による政

策金融等を通じ、各種支援を行うとしている。 

 また、「経済財政運営と改革の基本方針」においては、沖縄振興について、日本

のフロントランナーとして21世紀の成長モデルとなり日本経済活性化の牽引役とな

るよう、国家戦略として、沖縄振興策を総合的・積極的に推進することとしている。 
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（参考）国及び県の沖縄振興策について 
 
沖縄振興基本方針  （平成24年5月11日内閣総理大臣決定） 
Ⅱ 沖縄の振興の意義及び方向 ⇒ ３ 沖縄の振興に当たっての基本的な視点 ⇒ ⑴ 多様な主体による連携・協働 （抜粋） 
   国においては、地元の創意工夫を生かした主体的な取組を尊重する観点から、本年3月に改正された沖縄振興特別措置法において、より 
 自由度の高い交付金制度を創設し、産業振興を始めとする各種特例措置を講じており、これらの措置や沖縄振興開発金融公庫による政策 
 融等を通じ、各種支援を行う。  

沖縄振興計画（沖縄21世紀ビジョン基本計画）  （平成24年5月15日沖縄県知事決定） 
第３章 基本施策 ⇒ ３ 希望と活力にあふれる豊かな島を目指して ⇒ ⒁ 政策金融の活用 （抜粋） 
  沖縄21世紀ビジョンの実現には、地域産業の振興、新たな産業分野の創出、離島等の地域振興、大規模な駐留軍用地の開発、中小企業 
や生産者の経営基盤の強化等、多額の資金需要が見込まれることから、沖縄振興交付金等による財政支援と民間投資を一層促進するための 
円滑な資金供給の仕組みは、車の両輪として必要不可欠です。このため、政策金融については、本県の地域特性に精通し、きめ細かく機動的 
に対応しうる沖縄振興開発金融公庫の役割が引き続き重要であることから、総合政策金融機関としての現行の組織及び機能の存続維持を 
図った上で、政策ニーズに則した各種金融支援制度の整備やその活用推進など、沖縄県や民間金融と協調・連携した一層の役割発揮を求め、 
沖縄21世紀ビジョンの実現を目指します。 

 
 
経済財政運営と改革の基本方針  （平成25年6月14日閣議決定） 
第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現 ⇒ ３ 地域・農林水産業・中小企業等の再生なくして、日本の再生なし ⇒ 
⑴ 特色を活かした地域づくり 
 （沖縄振興）   
  沖縄は、成長するアジアの玄関口に位置付けられるなど、大きな優位性と潜在力を有しており、日本のフロントランナーとして21世紀の成長 
 モデルとなり日本経済活性化の牽引役となるよう、国家戦略として、沖縄振興策を総合的・積極的に推進する。こうした中で、「国家戦略特区」 
 の議論を踏まえ、沖縄をイノベーションの拠点とすることを検討する。また、世界最高水準を目指して先端的・学術的な研究活動を進める沖縄 
 科学技術大学院大学（ＯＩＳＴ）等を核としたグルーバルな知的・産業クラスターの形成を進める。  

日本再興戦略  （平成25年6月14日閣議決定） 
第Ⅱ ３つのアクションプラン ⇒ 一 日本産業再興プラン ⇒ ５ 立地競争力の更なる強化 ⇒ ①「国家戦略特区」の実現（抜粋） 
  成長著しいアジア市場に最も近接する位置にある沖縄について、国家戦略として、特区制度の活用も図りつつ、その振興策を総合的・積極 
 的に推進する。 
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要求のポイント ＜沖縄経済を牽引するリーディング産業の育成支援等＞ 

   
 

平成26年度は、「沖縄21世紀ビジョン基本計画」に基づく沖縄における民間主導 

の自立型経済の発展を目的とした諸施策に対し、地域の特性に即した運用を図る 

ことを基本としつつ、「日本再興戦略」を踏まえ、 
 

① 基幹交通（航空・海運）の整備促進による産業基盤の強化 

② 中小・小規模事業者等の経営基盤強化 

③ 沖縄におけるリーディング産業の育成支援 

④ セーフティネット機能の発揮 
 

に重点を置いた要求とする。 
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２．融資制度の充実・改善等 

 （１） 既存制度の貸付条件の改定   
    
   ① 「航空機」(産業開発資金） 
       ⇒航空事業の基盤整備を推進するために、資金使途及び 
              貸付限度額を拡充 

    

   ② 「海運」 （産業開発資金） 

      ⇒海運事業の基盤整備を推進するために、資金使途及び 

       貸付限度額を拡充 

     

   ③ 「沖縄雇用・経営基盤強化資金貸付」（生業資金） 

     ⇒沖縄県が定める経営強化指導を受けている事業者に対する 
      支援のために、無担保・無保証人の貸付限度額を拡充 
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   ④ 「沖縄中小企業経営基盤強化貸付」 
            （中小企業資金、生業資金） 
      ⇒経営革新計画の承認を受けた中小・小規模事業者を支援 
             するために、取扱期間を１年延長 
 

 
 （２） その他 

      ⇒株式会社日本政策金融公庫等の要求する制度拡充の 

      うち、沖縄公庫の業務範囲に対応するものについては同様 

      の措置を要求 
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３．事業計画、資金計画の概要 

区     分 
平成25年度 

予算額（Ａ） 

平成26年度 

要求額（Ｂ） 

増減額 

Ｂ－Ａ 

増減率 

（Ｂ－Ａ）／Ａ 

１．事業計画 

 貸付 １４２，０００ １４２，０００ － － 

  産業開発資金 ５１，０００ ５１，０００ － － 

  中小企業等資金 ６８，０００ ６８，０００ － － 

  住宅資金 ９，０００ ９，０００ － － 

  農林漁業資金 ５，０００ ５，０００ － － 

  医療資金 ４，０００ ４，０００ － － 

  生活衛生資金 ５，０００ ５，０００ － － 

 企業等に対する出資 ５００ １，５００ １，０００ ２００．０ 

 新事業創出促進出資 ３００ ３００ － － 

合        計 １４２，８００ １４３，８００ １，０００ ０．７ 

２．資金交付計画 １１４，９３０ １２０，１７９ １，４５１ １．３ 

 原資の内訳 

   財政投融資 ８６，０００ ８７，０００ １，０００ １．２ 

    うち財政融資資金借入金 ８５，５００ ８４，５００ ▲１，０００ ▲１．２ 

   う ち 産 業 投 資 出 資 金 ５００ ２，５００ ２，０００ ４００．０ 

   自己資金等 ２８，９３０ ３３，１７９ ４，２４９ １２．８ 

    うち財投機関債 １０，０００ １０，０００ － － 

（単位：百万円、％） 
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４．リーディング産業の育成支援に係る出資財源（１０億円） 

沖縄21世紀ビジョン基本計画  第２章 基本方向 ⇒ ４ 将来像の実現と固有課題の克服に向けた施策展開の枠組み ⇒ 
 
 ⑸ リーディング産業と地場産業が好循環構造をもつ経済の構築  
  成長のエンジンである移出型産業と成長の翼である域内産業が相互に連携・補完しあいながら地域経済全体が発展する好循環構造を創出 
 するため、リーディング産業である観光リゾート産業については、世界水準の観光リゾート地として、また、情報通信関連産業については、我が 
 国とアジアを結ぶＩＴブリッジの拠点として、国内外に評価されるよう、産業の量的拡大と高付加価値化に戦略的に取り組みます。 
 国際物流機能を活用した臨空・臨港型産業については、新たなリーディング産業として位置付け、電子機器類の加工等を行うリペアセンターや 
商品の保管・流通拠点等の集積に向けたソフト・ハードの両面から施策を展開します。 
 さらに、次世代リーディング産業を創造するため、文化、スポーツ、長寿・健康、自然環境、科学技術、亜熱帯生物資源など沖縄の持つソフト 
パワーや優位性を最大限に発揮した新商品・サービスの開発及びフロンティア型ビジネスの創出に向けた施策を積極的に推進するほか、海洋 
産業の創出を視野に入れた戦略的な取組を展開します。 
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５．中小・小規模事業者等の経営基盤強化のための 

  資本性ローンの財源（１０億円） 

 平成25年3月末の金融円滑化の期限切れに伴い、中小企業再生支援協議会の再生計画等に基づく

資本性ローンの需要増加が見込まれており、また、平成25年5月の官民ラウンドテーブルにおいて、創業・新

規事業支援の促進の方向性として、政府系金融機関の資本性ローン等を活用した民間金融機関との一

層の連携強化が示されている。 

 26年度においては、これら政策ニーズに適切に対応し、中小・小規模事業者等の創業・新事業展開、事

業再生等を支援するために必要な財源として10億円を要求する。 

    
■ 沖縄県再生支援協議会の再生計画策定支援案件の推移 
  平成23年度 6件 ⇒ 平成24年度 27件 ⇒ 平成25年度（計画） 48件 
 

■ 第２回官民ラウンドテーブル （平成25年5月13日金融庁公表） 
 金融機関によるリスクマネー供給力の強化等を通じた創業・新規事業支援の促進にむけて 
  ３ 適切なリスクシェアのあり方   
  ⑴ リスク補完のための連携 （要約） 
    リスクシェアについては、金融機関をはじめとする各プレイヤーが相互に連携し、それぞれの役割分担を行うことにより、企業の 
   成長ステージに応じて各プレイヤーがリスクを分かち合う仕組みを構築することが考えられる。ベンチャー企業におけるシードから 
   アーリー辺りのステージにある企業は、原則として定期的な返済を求められるデット型よりも資本性の高いエクイティ型の資金（出 
   資、劣後性資金等）を求めていることが多い。このような資金の出し手としては、預金を主たる調達原資とする民間金融機関より 
   も政府系金融機関やベンチャーファンド等の方が長けている面があると考えられる。 

 ＜今後の方向性＞   
政府系金融機関の創業期の企業向けの融資、資本性ローン等を活用した民間金融機関との一層の連携強化  



（参考）資本性ローンの制度概要等について 
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融資対象者 

創業・新事業展開・事業再生等に取り組む中小企業・小規模事業者 
であって、地域経済の活性化のために、一定の雇用効果（新たな雇用又
は雇用の維持）が認められる事業、地域社会にとって不可欠な事業、技
術力の高い事業などに取り組む方 

融資限度額 
〔生 業 資 金 〕 1社あたり2,000万円 
〔中小企業資金〕 1社あたり3億円 

融資期間 
〔生 業 資 金 〕 7年以上10年以内 ＜期限一括償還＞ 

 （一定の要件を満たす場合は、7年以上15年以内） 
〔中小企業資金〕 15年・10年・7年 ＜期限一括償還＞ 

利  率 

〔生 業 資 金 〕 融資後1年ごとに直近決算の業績に応じて、3区分の利
率が適用されます。 （8.55％、4.75％、0.90％） 

  
〔中小企業資金〕 適用した融資制度に基づき、融資後1年ごとに直近決
算の業績に応じて、3区分の利率が適用されます。 
＜新企業育成貸付等の場合＞    ＜企業再生貸付の場合＞ 

15年：6.30％、4.55％、0.40％      15年：6.35％、4.40％、0.40％ 
10年：6.00％、4.30％、0.40％      10年：6.25％、4.30％、0.40％ 
  7年：5.65％、4.05％、0.40％         7年：6.20％、4.25％、0.40％ 

担保・保証人 無担保、無保証 

本制度の 
ポイント 

・ 金融検査上、債務者区分判定において自己資本とみなされる。 
・ 元金は、15年、10年、または7年期限一括償還の安定資金。 
・ 利率は、直近決算の業績に応じて、貸付制度に対応した3区分の利
率（0.40％～6.35％）を設定し、毎年見直しを行う。 

・ 法的倒産手続時には、全ての債務（償還順位が同等以下のものを除
く）に劣後する。 

・ 四半期毎の経営状況のご報告を含む特約の締結や、公庫が適切と
認める事業計画書の提出が必要。 

・ 期限前弁済は、原則として認められない。 

＜挑戦支援資本強化特例制度の概要＞   沖縄公庫では、資本性ローン制度の取扱い
を平成２０年４月から開始し、平成２５年９月
末までに事業再生型の資本性ローンを３社
（８，０００万円）に、新事業型の資本性ロー
ンを１社（８，０００万円）に実行しております。 

    ＜平成25年6月29日（土） 琉球新報＞ 

～新事業型資本性ローンの融資事例～ 


